
事 業 概 況 （平成 29年 1月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成 29年 1月末現在における保険給付支払総額は 6,103億円で、前年同期に比べ

て 0.6％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,024億円で 49.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,897億円で 31.1％を占めている。以下、休業補償給付が 13.0％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 0.9％、葬祭料が 0.3％、二次健康診断等給付が 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 5.9％増、療養補償給付が 0.9％増、二次

健康診断等給付が 0.8％増となっているのに対し、休業補償給付が 2.8％減、障害補償一時金が 1.7％減、介護補償給付が

1.2％減、年金等給付が 1.0％減、葬祭料が 0.2％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 614,185,613 100.0 1.6 △    610,330,440 100.0 0.6 △    

療 養 補 償 給 付 188,023,805 30.6 1.0 △    189,712,217 31.1 0.9

休 業 補 償 給 付 81,576,240 13.3 2.6 △    79,289,839 13.0 2.8 △    

障 害 補 償 一 時 金 25,533,821 4.2 2.5 △    25,093,980 4.1 1.7 △    

遺 族 補 償 一 時 金 5,378,268 0.9 13.3 △   5,693,723 0.9 5.9

葬 祭 料 1,703,052 0.3 12.0 △   1,700,166 0.3 0.2 △    

介 護 補 償 給 付 5,608,811 0.9 2.0 △    5,540,434 0.9 1.2 △    

年 金 等 給 付 305,454,790 49.7 1.4 △    302,385,732 49.5 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 906,827 0.1 8.9 914,348 0.1 0.8

平成27年度　28年1月末 平成28年度　29年1月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第 2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,781億円で29.2％、「その他の事業」が1,734億円で28.4％、

「製造業」が 1,505億円で 24.7％となっている。以下、「運輸業」が 10.6％、「鉱業」が 4.2％、「林業」が 1.9％、「船舶

所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 4.7％増、「その他の事業」が 2.2％増、「船舶所有者

の事業」が 0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が 5.7％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 3.9％減、「林

業」が 2.3％減、「建設事業」が 1.8％減、「製造業」が 1.6％減、「運輸業」が 0.1％減となっている。（第２表） 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 614,185,613 100.0 1.6 △    610,330,440 100.0 0.6 △    

林 業 12,117,016 2.0 3.1 △    11,839,572 1.9 2.3 △    

漁 業 2,034,482 0.3 4.8 △    2,129,181 0.3 4.7

鉱 業 27,179,435 4.4 5.7 △    25,632,840 4.2 5.7 △    

建 設 事 業 181,429,302 29.5 3.0 △    178,136,771 29.2 1.8 △    

製 造 業 152,955,583 24.9 2.0 △    150,510,351 24.7 1.6 △    

運 輸 業 64,733,826 10.5 0.8 △    64,692,290 10.6 0.1 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,491,825 0.2 1.8 △    1,432,958 0.2 3.9 △    

そ の 他 の 事 業 169,650,721 27.6 0.6 173,355,324 28.4 2.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,593,422 0.4 0.9 2,601,153 0.4 0.3

対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比

平成28年度　29年1月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　28年1月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,625億円で 53.8％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,138億円で 37.6％、傷病補償年金が 261億円で 8.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,004億円で 33.2％、「製造業」が 868億円で 28.7％、

「その他の事業」が 572億円で 18.9％となっている。以下、「運輸業」が 10.6％、「鉱業」が 5.8％、「林業」が 1.9％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　29年1月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 113,789,034 162,537,888 26,058,811 302,385,732 100.0

林 業 1,658,960 3,825,824 303,550 5,788,334 1.9

漁 業 309,750 986,062 55,484 1,351,296 0.4

鉱 業 1,622,704 11,931,475 4,085,330 17,639,510 5.8

建 設 事 業 32,088,881 58,726,203 9,578,714 100,393,799 33.2

製 造 業 42,944,259 38,701,557 5,121,259 86,767,075 28.7

運 輸 業 11,846,868 18,131,615 1,934,168 31,912,651 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
202,467 588,893 65,383 856,742 0.3

そ の 他 の 事 業 23,008,333 29,323,192 4,885,434 57,216,959 18.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 106,812 323,067 29,488 459,367 0.2

構 成 比 37.6% 53.8% 8.6% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成 29年 1月末現在における保険料徴収決定済額は 8,565億円で、前年同期に比

べて 1.5％増となっている。保険料収納済額は 6,265億円で、前年同期に比べて 2.2％増となっている。また、収納率につ

いてみると 73.1％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,037億円で 47.1％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,902 億円で 22.2％、「製造業」が 1,619 億円で 18.9％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 28年1月末 29年1月末 28年1月末 29年1月末 28年1月末 29年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 843,764,511 856,470,604 100.0 1.5 613,263,349 626,485,258 100.0 2.2 72.7 73.1

林 業 5,356,631 5,411,748 0.6 1.0 3,977,256 4,048,768 0.6 1.8 74.2 74.8

漁 業 1,966,015 2,002,069 0.2 1.8 1,406,262 1,426,581 0.2 1.4 71.5 71.3

鉱 業 2,998,503 2,971,430 0.3 0.9 △   1,994,621 1,994,091 0.3 0.0 66.5 67.1

建 設 事 業 191,926,168 190,239,088 22.2 0.9 △   140,681,117 140,410,265 22.4 0.2 △   73.3 73.8

製 造 業 161,875,976 161,925,996 18.9 0.0 114,737,828 115,076,396 18.4 0.3 70.9 71.1

運 輸 業 71,404,571 74,035,936 8.6 3.7 48,464,165 51,052,583 8.1 5.3 67.9 69.0

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,260,497 2,322,788 0.3 2.8 1,570,733 1,628,390 0.3 3.7 69.5 70.1

そ の 他 の 事 業 392,489,920 403,668,473 47.1 2.8 290,904,035 300,964,470 48.0 3.5 74.1 74.6

船舶所有者の 事業 13,486,231 13,893,076 1.6 3.0 9,527,332 9,883,714 1.6 3.7 70.6 71.1

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


